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序     文 
 

ジョルダン・ハシェミット王国は天然資源に恵まれておらず、人的資源が数少ない資源である

ことから人材育成に力を注いでいます。特に他国との差別化を図るため、科学技術、情報通信（IT）

分野の強化をめざし、過去累次の国家開発計画においても同分野の人材育成は重点課題の１つと

して位置づけられています。 

かかる状況下、ジョルダン・ハシェミット王国は1988年７月、我が国に対し、大型コンピュー

ターによる情報処理技術者育成を目的として、プロジェクト方式技術協力を要請しました。これ

に対し、我が国は王立科学院（RSS）内のコンピューター技術・訓練・産業研究センター(CTTISC)

において、1990年６月から1994年６月まで「コンピューター訓練研究センター」プロジェクトを実

施し、その結果ジョルダン・ハシェミット王国においてCTTISCの技術力は高く評価されてきました。 

しかしながら、IT分野における技術革新はめざましく、クライアント・サーバー（Ｃ／Ｓ）シス

テムをベースにしたIT技術が主流になってきました。CTTISCがジョルダン・ハシェミット王国に

おいてIT人材育成の中心的役割を担っていくためには、Ｃ／Ｓシステムに対応したIT技術の習得を

通しての機能強化が不可欠となったことから、1997年８月に新たにプロジェクト方式技術協力を

要請してきました。 

この要請を受け、我が国は、1997年12月に基礎調査団、1999年４月には事前調査団及び短期調

査員を派遣しました。これにより、技術移転分野を絞り込むとともにプロジェクトの基本計画及

び投入計画について協議・確認したうえで、1999年８月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録

（Ｒ／Ｄ）の署名・交換を行いました。 

本プロジェクトは、この内容に基づき、1999年12月１日から３年間を協力期間としました。協

力は、専門家がＣ／Ｓシステム導入に必要なIT技術についてカウンターパート（Ｃ／Ｐ）へ技術移

転を行い、そのあと、Ｃ／Ｐがその移転された技術を生かした質の高い研修コース並びにソフトウ

ェア開発サービスを政府機関、民間企業及び教育機関に提供することにより、ジョルダン・ハシ

ェミット王国のIT産業・人材育成に寄与することを目的として協力を実施してきました。 

今次終了時評価調査は、プロジェクト終了を平成14年11月に控え、３年間の協力実績について、

評価５項目に照らして総合的に評価を行うとともに、今後の対応策について協議し、その結果に

ついて両国政府関係機関に報告・提言することを目的としました。 

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣にあたり、

ご協力頂いた日本、ジョルダン・ハシェミット王国両国の関係各位に対し、謝意を表するととも

に、今後のご支援をあわせてお願いする次第です。 
 

   平成14年９月 
 

国際協力事業団 
理 事  望月  久 







略語一覧 
 

CICC Center of the International Cooperation for Computerization 

CTTISC Computer Technology, Training and Industrial Studies Centre 

Ｃ／Ｐ Counterpart 

Ｃ／Ｓ Client Server 

EU European Union 

FU Follow Up 

ICDL International Computer Driving License 

INTAJ  Information Technology Association of Jordan 

IT Information Technology 

ISO International Organization for Standardization 

JCC Joint Coordinating Committee 

JCS Jordan Computer Society 

JD Jordan Dinar 

JSP JAVA Server Pages 

MB Mega Byte 

MHz Mega Hertz 

MIS Management Information System 

NIC National Information Centre 

PC Personal Computer 

PDM Project Design Matrix 

PDME Project Design Matrix for Evaluation 

RAM Random Access Memory 

REACH Regulatory framework / Estate (infrastructure) / Advanced programs /  

 Capital / Human resource development 

RSS Royal Scientific Society 

Ｒ／Ｄ Record of Discussions 

TCM Technical Committee Meeting 

TCP Technical Cooperation Program 

TT Technical Transfer 

WBT Web Based Training 



評価調査結果要約表 
 
Ⅰ．案件の概要 

国名：ジョルダン・ハシェミット王国 案件名：情報処理技術向上プロジェクト 

分野：IT支援 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：鉱工業開発協力部第一課 協力金額（評価時点）：約３億6,182万2,000円 

先方関係機関：コンピューター技術・訓練・産業研究 
センター 

日本側協力機関：（財）国際情報化協力センター 協力期間 
1999年12月１日～ 

2002年11月30日 

他の関連機関：RSS／NIC／JCS／慶應義塾大学等 

１．協力の背景と概要 
ジョルダンは天然資源に恵まれていないため人材育成に力を注いでおり、特に情報通信（IT）分

野における人材育成を重点課題の１つとして位置づけている。かかる状況下、ジョルダンは1988年
７月、我が国に対し、大型コンピューターによる情報処理技術者育成を目的として、プロジェクト
方式技術協力を要請した。これに対し我が国は、王立科学院（RSS）内のコンピューター技術・訓
練・産業研究センター（CTTISC）において、1990年６月から1994年６月まで「コンピューター訓
練研究センター」プロジェクトを実施し、ジョルダンにおいてCTTISCの技術力は高く評価された。 
しかしながら、IT分野における技術革新はめざましく、クライアント・サーバー（Ｃ／Ｓ）シス

テムをベースにしたIT技術が主流になった。CTTISCがジョルダンにおいてIT人材育成の中心的役
割を担っていくためには、Ｃ／Ｓシステムに対応したIT技術の習得を通しての機能強化が不可欠と
なったことから、1997年８月に新たにプロジェクト方式技術協力を要請してきた。 
この要請を受け、我が国は、1999年12月１日から３年間を協力期間として、専門家がＣ／Ｓシス

テム導入に必要なIT技術についてカウンターパート（Ｃ／Ｐ）へ技術移転を行い、そのあと、Ｃ／Ｐ
がその移転された技術を生かした質の高い研修コース、並びにソフトウェア開発サービスを政府
機関、民間企業及び教育機関に提供することにより、ジョルダンのIT産業・人材育成に寄与する
ことを目的として協力を実施してきた。 

 
２．協力内容 
(1) 上位目標 

「CTTISCが、Ｃ／Ｓシステム分野の研修コースをアラブ周辺国に提供できるようになる」 
(2) プロジェクト目標 

「CTTISCが、Ｃ／Ｓシステム分野の質の高い技術サービスをジョルダン国内に提供できるよ
うになる」 

(3) 成 果 
０．プロジェクトの運営・管理体制が強化される。 
１．必要な機材が供与、据付運転、保守される。 
２．カウンターパートの技術力が向上する。 
３．Ｃ／Ｓシステム分野の研修コースが実施される。 
４．Ｃ／Ｓシステム分野のソフトウェア開発が強化される。 

(4) 投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣 ３名 
短期専門家派遣 19名（うち１名予定） 
研修員受入れ ８名 

ジョルダン側： 
カウンターパート配置  35名 
土地・施設提供 既存施設の利用 

 
機材供与 約１億3,126万3,000円 
     （教材購入費1,465万3,000円含む） 
ローカルコスト負担 約572万4,000円 
 
ローカルコスト負担 約69万5,850米ドル 

（機材・消耗品購入含む） 



Ⅱ．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括： 谷川 和男 国際協力事業団専門技術嘱託 
技術評価 ： 石崎  俊 慶應義塾大学環境情報学部教授 
評価監理 ： 久保倉 健 国際協力事業団鉱工業開発協力部 
  鉱工業開発協力第一課職員 
評価分析 ： 原口 孝子 グローバルリンクマネジメント株式会社 
  社会開発部研究員 

調査期間 2002年９月１日～2002年９月18日 評価種類：終了時評価 

Ⅲ．評価結果の概要 

１．評価結果の要約 
(1) 妥当性 

プロジェクト目標・上位目標ともに、IT国家戦略及び受益者のニーズと合致しており妥当で
ある。ただし、プロジェクトの研修コースは、民間セクターからの参加を容易にするため、よ
り柔軟な研修期間を設定する必要がある。 

(2) 有効性 
プロジェクト開始後に提供できるようになった技術サービスの質、量双方から判断して、

CTTISCの技術サービスは大きく向上したと判断される。受益者の技術サービスに対する満足度
もおおむね高いことから、プロジェクト目標は協力終了までに達成される見込みである。 

(3) 効率性 
プロジェクトへの投入はすべて適切に活用され、Ｃ／Ｐの技術力が向上し、十分な数の研修コ

ース及びソフトウェア開発が実施された。ジョルダン側、日本側双方が質の高い人材を投入し
たこと、現地調達による迅速な機材の調達・据え付け、過去の教訓を生かして短期専門家派遣
を中心とした技術移転手法をとったことなどが高い効率性に貢献した。 

(4) インパクト 
アラブ諸国に対する第三国研修（ウェブコンピューティング）が2002年９月から開始されて

おり、上位目標は既に一定程度達成されたと判断される。また、CTTISCが国家IT戦略のなかで
進めるE-Government及びE-Learningの実現に積極的に関与していることは評価できる。一方で、
CTTISCのソフトウェア開発事業が民間ITセクターと競合していると新聞報道等で批判された
ことはマイナスのインパクトとも解釈できる。しかしながら、これもCTTISCの技術力向上の表
れであると肯定的に捉える関係者も多く、この批判記事の報道後は、CTTISCと民間セクターと
の対話が促進されている。 

(5) 自立発展性 
技術面では、Ｃ／Ｐの技術力の向上度と組織への定着度から判断して非常に高い。組織面では、

研修コースの運営・管理体制に改善の余地があるものの、CTTISCの組織及び運営自体は十分確
立されている。ただし、近年急速に進むIT環境の変化のなか、CTTISCが進むべき方向性が定ま
っていないことから、E-Government、E-Learning、REACHなどのIT開発戦略のなかで果たすべ
き公的機関としての役割を明確にしていく必要がある。財政面では、CTTISCが独立採算性の下、
過去長期にわたり健全な財務状況を維持してきたことからおおむね高いと判断される。しか
し、ジョルダンにおける企業民営化の流れに伴い、国営企業との契約が打ち切られるなど
CTTISCの収入の減少が懸念されている。今後、収入源を増やすため競争入札等を通じて民間セ
クターとの厳しい競争に直面することが予想される。 



２．効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 
1) CTTISCの監督機関RSSは、政府、民間双方に広く便益を提供する公的機関である。正式に
は政府機関ではなく独立採算性をとっていることから、CTTISCは運営に関する意思決定権
を有しており、市場ニーズに迅速かつ柔軟な対応ができ、民間並みの昇給や各種インセンテ
ィブを職員に与えることができるなどＣ／Ｐの意欲向上や離職防止に努めることができた。
したがって、本プロジェクトの実施機関としてCTTISCを選定したことは効果発現に貢献し
たといえる。 
2) 計画段階でＣ／Ｐは研修講師となると同時に、ソフトウェア開発にも従事する配置とした
ことは効果発現に貢献した。研修コースにおける講師経験、自己学習、民間企業に納入する
ソフトウェアの開発経験は、相乗効果で研修コース及びソフトウェア開発サービスの質の向
上に有効であった。 

(2) 実施プロセスに関すること 
1) Ｃ／Ｐのスキルモニタリング、短期専門家として同一人物をフォローアップとして再派遣
したこと、研修前のリハーサルの実施等の手法は、効果的な技術移転に貢献した。 
2) 民間IT研修企業に所属する技術者に対して正当な対価が支払われたことで、質の高い短期
専門家を継続して派遣できたことは、効果的な技術移転に貢献した。 

 
３．問題点及び問題を惹起した要因 
 本プロジェクトに対する５項目評価の結果は総じて高い。また、プロジェクト前半期において
不十分と思われた点も中間評価の提言を受けて大きく改善されており、効果発現を著しく阻害す
る要因は見当らなかった。 

 
４．結 論 

本プロジェクトは成功裏に実施され、プロジェクト協力期間終了時までに所期の目標は十分達
成される見込みであることが確認された。数多くの貢献要因のなかでも、特にプロジェクト・マ
ネージャー（CTTISC所長）の強力なリーダーシップの下、意欲あるＣ／Ｐと長期専門家によるプ
ロジェクト活動へのコミットメント、及び効率的な技術移転方式の開発・採用がプロジェクトの
成功に大きく貢献したと考えられる。 

 
５．提 言 

①マルチメディア、ウェブコンピューティング分野の研修コースを効率的に実施するため既存
のコンピューターの更新をすること、②Ｃ／Ｐの技能及び研修用教材を継続的にアップグレードす
ること、③研修コース運営を更にシステマティックに管理すること、④マーケティングの強化、
ウェブ・ベースド・トレーニング（WBT）の活用を通じて知識・情報を共有すること、⑤ジョル
ダンにおけるIT人材育成にインパクトを与える専門的かつ特徴ある研修コースの開発・実施に特
化することを提言した。 

 
６．教 訓 

他の類似プロジェクトを効果的に実施するための教訓として、①研修コース実施に先駆けて講
師となるＣ／Ｐにリハーサルを行わせること、②計画段階の調査及び協議には派遣予定の長期専門
家及びカウンターパート候補者を参加させること、③技術革新の早いIT分野への協力では短期専
門家の所属先に正当な対価を支払い質の高い人材を派遣すること、④WBTが広範にわたる受益者
を生み出す可能性をもつのみでなく、習得した知識・情報をＣ／Ｐ間で共有・蓄積できる有効なツ
ールであることが教訓としてあげられた。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 本プロジェクトは、人的資源、なかでも情報技術（Information Technology：IT）分野の人材育

成に力を注いでいるジョルダン・ハシェミット王国（以下、「ジョルダン」と記す）に対し、現在

世界で主流となっているクライアント・サーバー（Client Server：Ｃ／Ｓ）システムの導入、運用、

管理に必須のIT技術をカウンターパート（Counterpart：Ｃ／Ｐ）へ技術移転を行うものである。

Ｃ／Ｐが移転された技術を生かした質の高い研修コース並びにソフトウェア開発サービスを公的

機関、民間企業及び教育機関に提供することにより、ジョルダンのIT産業・人材育成に寄与する

ことを目的として、1999年12月１日から３年間の協力を実施してきた。 

1999年12月にチーフアドバイザー、業務調整員及びＣ／Ｓシステム専門家の計３名が長期専門家

として派遣された。そのあと、2002年２月までに当初計画どおり短期専門家によるＣ／Ｐへ全６分

野（Ｃ／Ｓオペレーティングシステム、Ｃ／Ｓデータベースシステム開発、アドバンスネットワー

キング、ウェブコンピューティング、Ｃ／Ｓシステム分析・設計・管理、マルチメディア）の技術

移転が完了した。2001年４月からは長期研修コースが開講され、Ｃ／Ｐが講師となってこれまで長

期研修コースの計画・実施・評価を行ってきている。 

一方、ジョルダンは近年、現国王の強力なリーダーシップの下、最大の資源である人材を最大

限に活用し、ソフトウェアの輸出及びIT関連技術サービスの提供を通じて、ジョルダンを中東に

おけるITハブとしての地位を確立することを目標として、国をあげてIT分野の振興に取り組んで

いる。特に1999年11月に発表されたIT産業振興策「REACHイニシアティブ」のほか、E-Government、

E-LearningなどIT重点施策を掲げ、国内法制度及び通信インフラの整備、IT関連分野への投融資

促進、IT教育を通じての人材育成を官民あげて取り組んでいる。プロジェクト実施機関である王

立科学院（Royal Scientific Society：RSS）傘下のコンピューター技術・訓練・産業研究センター

（Computer Technology, Training and Industrial Studies Centre：CTTISC）は、今後IT人材育成分野

で非常に重要な役割を担うことが期待される。 

今次調査は、プロジェクト終了を2002年11月に控え、３年間の協力実績について、討議議事録

（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）及び技術協力計画等に基づき評価５項目に照らして総合的に評

価を行うとともに、今後の対応策について協議し、その結果について両国政府関係機関に報告・

提言することを目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

本調査団は、団長をはじめとし、技術評価（IT技術）、評価計画、評価分析を担当する以下の４

名で構成された。 
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氏 名 担 当 所  属 

谷川 和男 団長・総括 国際協力事業団専門技術嘱託 

石崎  俊 技術評価 慶應義塾大学環境情報学部教授 

久保倉 健 評価計画 国際協力事業団鉱工業開発協力部 
鉱工業開発協力第一課職員 

原口 孝子 評価分析 グローバルリンクマネジメント株式会社 
社会開発部研究員 

 

なお、調査期間は、2002年９月１日から2002年９月18日までの18日間で、調査日程は、以下の

とおりである。 
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日  程 

日順 月日 曜日 
団長、計画評価 技術評価 評価分析（コンサルタント） 

１ 9/1 日     成田発 12:25 (AF275) 

２ 9/2 月     アンマン着 19:00 (AF672) 

３ 9/3 火 
  
  

  
  

JICAジョルダン事務所及びプロジ
ェクト訪問 
関係省庁・企業へのインタビュー 

４ 9/4 水     関係省庁・企業へのインタビュー 

５ 9/5 木     関連教育機関へのインタビュー 

６ 9/6 金     
アンケート､インタビュー結果取
りまとめ 

７ 9/7 土     データ整理・分析 

８ 9/8 日 AM 成田発 11:00 / PM ドバイ着 20:40 (CX731) 専門家、Ｃ／Ｐ等インタビュー 

９ 9/9 月 AM ドバイ発 12:40 / PM アンマン着 16:10 (EK903) 専門家、Ｃ／Ｐ等インタビュー 

10 9/10 火  9:00 JICAジョルダン事務所打合せ 
11:00 計画省（Ministry of Planning）表敬 
12:30 CTTISCにてプロジェクト活動の紹介 
14:30 RSS表敬／キックオフミーティング 
15:30 プロジェクトサイト視察 
16:30 専門家及びコンサルタントとの打合せ(評価分析担当者の調査結果報告、協議・評価方

法確認) 

11 9/11 水  9:00 CTTISCとの協議１(評価手順の説明、プロジェクト実施プロセス、目標、成果、投入
実績等の確認） 

11:30 教育省表敬 
14:00 情報通信技術省（Ministry of ICT）表敬 
16:00 専門家との打合せ（評価結果、教訓・提言、プロジェクト終了後について） 

12 9/12 木  9:00 CTTISCとの協議２（評価５項目に沿った評価結果について） 
14:00 CTTISCとの協議３（教訓／提言、プロジェクト終了後について） 
16:00 WBTシステム・コンテンツの確認 

13 9/13 金 団内打合せ（評価結果の総括、ミニッツ案・合同評価報告書案の作成） 

14 9/14 土 団内打合せ（ミニッツ案、合
同評価報告書案の確認・修
正） 

AM アンマン発 13:00 (RJ103) 
専門家チームとの打合せ（ミニッ
ツ案、合同評価報告書案の確認・
修正） 

AM 成田着 14:20 (JL412) 
15 9/15 日  9:30 ジョルダン側評価チ

ームとの協議(評価結果に
ついて) 

14:00 合同評価報告書各々案
及びミニッツ案確認・修正 

 

 9:30 ジョルダン側評価チーム
との協議（評価結果について） 

14:00 合同評価報告書各々案及
びミニッツ案確認・修正 

16 9/16 月 10:00 合同調整委員会（JCC）、
ミニッツ署名・交換 

12:00 RSS主催レセプション 
14:30 JICAジョルダン事務
所帰国報告 

16:30 在ジョルダン日本大
使館帰国報告 

19:30 調査団主催レセプシ
ョン 

 

10:00 合同調整委員会（JCC）、
ミニッツ署名・交換 

12:00 RSS主催レセプション 
14:30 JICAジョルダン事務所帰
国報告 

16:30 在ジョルダン日本大使館
帰国報告 

19:30 調査団主催レセプション 

17 9/17 火 AM アンマン発 7:30 (AF677)  AM アンマン発 7:30 (AF677) 

18 9/18 水 AM 成田着 7:45 (AF276)  AM 成田着 7:45 (AF276) 
 

＊ 9/11と9/12に、技術評価団員がＣ／Ｐへのインタビュー、教材確認、研修ルーム・ネットワーク確認を実施。 
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１－３ 対象プロジェクトの概要 

本プロジェクトでは、1999年12月４日にチーフアドバイザー、業務調整員及びＣ／Ｓシステム専

門家の計３名の長期専門家が派遣された。また、技術移転に必要な供与機材の納入、及び設置が

2000年３月上旬までに完了し、同年５月に開所式が開催された。専門家による技術移転は、同年

５月のＣ／Ｓオペレーティングシステム分野の短期専門家派遣を皮切りに、Ｃ／Ｓデータベースシ

ステム開発、アドバンスネットワーキング、ウェブコンピューティング、Ｃ／Ｓシステム分析・設

計・管理、マルチメディアの計６分野について当初計画どおりに行われた。これを受け、2001年

４月以降、Ｃ／Ｐが講師となって、各技術移転分野をテーマとした長期研修コースが実施されてい

る。Ｒ／Ｄに記載されたプロジェクト開始当初のマスタープランは以下のとおりである。 

(1) 上位目標 

「CTTISCが、Ｃ／Ｓシステム分野の研修コースをアラブ周辺国に提供できるようになる」 

(2) プロジェクト目標 

「CTTISCが、Ｃ／Ｓシステム分野の質の高い技術サービスをジョルダン国内に提供できる

ようになる」 

(3) 成 果 

０．「プロジェクトの運営・管理体制が強化される」 

１．「必要な機材が、供与、据付運転、保守される」 

２．「カウンターパートの技術力が向上する」 

３．「Ｃ／Ｓシステム分野の研修コースが実施される」 

４．「Ｃ／Ｓシステム分野のソフトウェア開発が強化される」 

 2001年９月に運営指導（中間評価）調査団が派遣され、プロジェクト開始後１年半が経過した

時点での各分野における技術移転の進捗状況を確認した。その際、研修コース運営に関し、各

Ｃ／Ｐ間の研修コース開発に係る知識の共有及び研修受講者の機会拡大のため、プロジェクトの国

内支援委員会の場で提案のあったウェブ・ベースド・トレーニング（Web Based Training：WBT）

の実施についてジョルダン側と合意した。 

プロジェクトは、CTTISCの短期研修コースのほか、これまで13回（うち４コースが現在実施中）

もの長期研修コースを公的機関、民間企業及び教育機関に提供しており、ジョルダンのIT産業及

び教育分野の人材育成に貢献してきている。協力最終年度にあたる2002年度には、新たに技術移

転計画に加えられたWBTの実施に係るシステムの設計・構築、コンテンツ開発、運用管理に係る

技術指導を行い、公的機関及び民間企業に対し、WBT導入に係るコンサルティングサービス及び

研修コースの提供を計画している。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ PDME 

プロジェクトの基本計画は、1999年４月の事前調査時に、上位目標、プロジェクト目標、成果、

活動について策定され、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

案が作成された。そのあと、1999年８月の実施協議調査時において、研修事業及びソフトウェア

開発事業がCTTISCの重要な業務の柱であることを考慮し、プロジェクト目標及び成果について改

訂され、最終的にPDMが確定された。 

評価用PDM（Project Design Matrix for Evaluation：PDME）の確定に際しては、プロジェクト目

標及び各成果の達成状況をより明確に表すため、指標並びに指標入手手段の記載方法について修

正作業を行った。また、CTTISCのＣ／Ｓシステム分野に係る技術の向上がジョルダン国内のIT振

興にもつ意味を明確にするため、上位目標レベルでターゲットグループの行動変化、すなわち

「CTTISCによって提供されたＣ／Ｓシステム分野に係る技術が、関連企業及び公的機関で導入さ

れるようになる」を追記することとした。 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

(1) 主な調査項目 

 1) 実績確認と実施プロセスの把握 

 a) 日本・ジョルダン双方の投入、プロジェクトの成果、プロジェクト目標、上位目標の

具体的な達成度合いを確認する。 

 b) 運営・管理状況、活動状況、Ｃ／Ｐへの技術移転方法を中心にプロジェクト協力期間中

の実施プロセスについて把握する。 

 2) 評価５項目による評価 

上記1)で確認されたプロジェクトの実績及び実施プロセスについて、以下の５つの観点

（評価５項目）から評価を行う。 

 a) 妥当性 

 b) 有効性 

 c) 効率性 

 d) インパクト 

 e) 自立発展性 

 3) 阻害・貢献要因の総合的検証 

プロジェクト目標並びに成果の達成に貢献した要因、及び達成を阻害した要因を調査・

分析する。 
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4) 総括（結論） 

上記評価５項目による評価結果を受けて、プロジェクトの総合判定を行う。 

 5) 教訓及び提言 

 a) 上記結論に基づき、プロジェクト、JICA及びジョルダン側政府関係者に対し、提案や

助言を行う。 

 b) 上記結論に基づき、実施中の他の類似プロジェクトや将来開始されるプロジェクトの

発掘・形成に参考になる事柄を取りまとめる。 

 

(2) 情報・データ収集方法 

 1) 文献資料調査 

本プロジェクトの四半期報告書、モニタリング報告、プロジェクト計画管理諸表及びジ

ョルダンのIT国家戦略、産業統計に係る資料などから必要な情報を収集する。 

 2) 直接観察 

CTTISCの研修ルーム整備状況、研修コース用教材、ウェブ化された教材（コンテンツ）

の確認を行う。また、IT関連機関を視察し、ジョルダンのIT産業の現状とニーズに関する

情報を収集する。 

 3) アンケート調査 

CTTISCの研修コース受講者やソフトウェア開発サービスの顧客に対するアンケート調

査（質問票の送付）を実施する。 

 4) インタビュー調査 

政府関係者、関係各機関、Ｃ／Ｐ及び長期専門家への個別・グループインタビューを行う。 

 

(3) 調査・評価上の制約 

 1) 現行のPDMに記載されたプロジェクト目標は、成果のいいかえに近いため、成果の達成

自体がプロジェクト目標達成になる可能性があった。しかしながら、これまでプロジェク

トがその目標に向かって進められてきたことを考慮し、プロジェクト目標は現行のままと

した。また、成果の項目である研修コース及びソフトウェア開発サービスの質と量の達成

度を総合的に評価することによって、プロジェクト目標の達成度を測ることとした。 

 2) 時間的制約からCTTISCのサービスを受けた顧客に対する質問票の回収率が低かった。プ

ロジェクトが提供する技術サービスに対する満足度などについては、Ｃ／Ｐ、専門家、顧客

企業・団体（計15機関）から回収した質問票の回答のほか、直接インタビューを行った訪

問先企業・団体（計８機関）及び研修コースを受講中の一部の研修生から得たコメントを

基に、総合的に評価することとなった。 
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２－３ ジョルダン側評価チームの構成 

ジョルダン側評価チームは、Fadhl Sweedan氏をリーダーとして以下の５名で構成された。 

 

Name Job Title 

Mr. Fadhl Sweedan Vice President, National Information Center 

Mr. Ahamad Sacca Chairman, Jordan Computer Society 

Mr. Munir Asad National Center for Human Resource Development 

Mr. Hussein Kawasmi Head of Operations Division, CTTISC, RSS 

Mr. Buruhandeen Daghestani Head of Programming and Analysis Division, CTTISC, RSS 

 

 なお、ジョルダン側評価チームは、2002年９月15日に日本側調査団と協議を行い、合同評価報

告書の作成に協力した。 
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第３章 調査結果 
 

３－１ プロジェクトの実績 
 
プロジェクトの要約 調査結果 参 照 

1.1 アラブ諸国向けに実施される研修コースの増加 
・アラブ12か国を対象とした第三国研修「ウェブコンピューテ
ィング」が2002年８月に開始された。2002～2006年の間に計
５コースが予定されており、現在は第１回コース（８月25日
～11月21日）が７か国16名の受講を得て開催中。 

 
第三国研修 
Ｒ／Ｄ 
Ｃ／Ｐ聞き取り 

上位目標 
1) Ｃ／Ｓシステム分
野の研修コース
がCTTISCによっ
てアラブ諸国に
提供される。 1.2 受講者及び所属機関の上記コースに対する満足度 

・上記コースは開始されたばかりであるため評価できないが、
現時点での印象は、「重要分野の最新技術を網羅した研修」と
いう良いものとなっている。 

 
第三国研修受
講者聞き取り 

2) CTTISCの提供す
るＣ／Ｓシステム
分野技術が、ジョ
ルダン国内の公
的及び民間機関
において活用さ
れる。 

2.1 Ｃ／Ｓシステムを導入又は改善した顧客機関の増加 
・アンケートに回答した15機関及び聞き取りに応じた３機関の
すべてが組織内でＣ／Ｓシステムを用いている。公的機関（回
答10機関）はいずれもComputer Technology, Training and 

Industrial Studies Centre（CTTISC）が開発したManagement 
Information System（MIS）等のシステムを利用。一方、民間企
業の多くは、複雑なシステムの開発は欧米に発注し、それ以
外は自社開発している。自社開発を行っている民間企業技術
者はCTTISCや他機関による研修にて学んだ事項をソフト開
発・システム管理に活用している。 

 
顧客機関聞き
取り、アンケ
ート 

プロジェクト目標 
CTTISCによって提
供されるＣ／Ｓシス
テム分野の技術サ
ービスが向上する。 

１．技術サービスに対する受益者の満足度 
ⅰ) 研修サービス 
・長期各コースの終了時に行われる受講者評価の総合評点平均
値は５ポイント中3.78ポイント。「ウェブコンピューティン
グ」が最高点をマーク（2001年4.15、2002年4.33）。 
参考（Excellent：５points、Very Good：４points、Good：３
points、Fair：２points、Poor：１point） 

・終了時評価時の修了者アンケートによると、５人の回答者の
満足度は平均3.6、研修内容の業務への活用度は平均3.4。 

・聞き取りを行ったCTTISC研修修了者のいずれもが研修への満
足を表明した。その多くは同僚にも受講を薦めている。 

 
ⅱ) ソフトウェア開発 
・顧客アンケートによると､回答者全員（10人）がCTTISC開発
のソフトウェア及びＣ／Ｐによるサポートサービスに満足し
ている。 

・もっとも、E-Learningなど特定の分野においては、他の民間
企業の方が質の高いサービスを提供しているとの声もあり、
実際にCTTISCは民間企業との競争入札に敗れている。 

 
 
Annex22 
 
 
 
 
修了者聞き取
り､アンケート 
 
 
 
 
顧客機関聞き
取り、アンケ
ート 
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プロジェクトの要約 調査結果 参　照

２．新規又は改善されたサービスの提供度合い及び新規顧客の
獲得度合い

2.1 サービスの新規導入／改善状況
ⅰ) 研　修
・プロジェクト期間中に、マルチメディア関連技術をはじめ計

20科目が新規提供されるようになった。また、計12科目がプ
ロジェクト中に改善された。

ⅱ) ソフトウェア開発
・新規に使用されるようになった技術数を特定するのは困難だ
が､技術移転を通じて新規導入／改善された技術がおおむね
用いられているとみられる。

ⅲ) その他のサービス
・CTTISCはジョルダン国内の公的機関及びEU､国連等からコ
ンサルティング、研究プロジェクト等を受注している。プロ
ジェクト開始後、受注数は2000年に８件、2001年に10件、2002
年に14件と増加している。

Annex30

Ｃ／Ｐ聞き取り

Annex24

2.2 新規顧客開拓状況
ⅰ) 研修サービス
・第１フェーズ実施時と比較して、本プロジェクト開始後の長
期研修コース受講者数は急増した（下図参照）。

・短期研修についても、International Computer Driving License
（ICDL）コースを2001年秋に開始し、政府機関職員100人、
公立学校教員320人に対し新たに研修を行った。

CTTISC長期研修コース及び受講者の数

出所：実施協議調査団報告書及びAnnex21
注）1994～2001年は「システムエンジニア」、2002年には「ウ

ェブコンピューティング」の各第三国研修コースを１件

ずつ含む。

Annex21
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プロジェクトの要約 調査結果 参　照

ⅱ) ソフトウェア開発
・ソフトウェア開発の顧客数は特に2001年に著しい増加をみせ
た。2002年は、民間企業の市場参入等により伸びは鈍化して
いる。

CTTISCソフトウェア開発サービスの顧客数（契約ベース）

出所：Annex23

Annex23

成果
成果０
プロジェクト運営体
制が強化される。

0.1 Ｃ／Ｐ及び事務スタッフの配置状況
・評価時現在、所長を含む管理レベルＣ／Ｐが３名、技術Ｃ／
Ｐが計32名､サポートスタッフ７名が配置されている。技
術Ｃ／Ｐは1999年には14名だったが急増した。

Annex７
実施協議調査
団報告書

0.2 ローカルコストの拠出状況
・ジョルダン側は1999～2002年度に計69万5,850米ドルをプロジ
ェクトに拠出。いずれの年度も支出がやや予算額を上回って
いるが、これは人件費の増大によるものとみられる。

・長期専門家によれば､上記金額はプロジェクト実施に十分であ
った。

Annex10

専門家聞き取
り

0.3 JCC他の調整会議の開催状況
ⅰ) 合同調整委員会 (JCC)
・プロジェクト実施中、JCCは計５回開催された。いずれの会
議も出席率はほぼ100％であり、様々な関係機関が本プロジ
ェクトの進捗状況等を協議した。

ⅱ) Technical Committee Meetings (TCMs) 開催状況
・専門家及びＣ／ＰによるTCMは計40回開催された。いずれの
会議も出席率はほぼ100％であり、プロジェクト活動に係る
実質的な協議や意思決定が行われた。

Annex16-2
JCC議事録

Annex16-3
TCM議事録

0.4 プロジェクト活動の広報状況
・中間評価時の提言を受け、新聞広告、ポスター、ウェブ、各
種セミナー時のプレゼンテーション、パンフレット、企業訪
問等によるプロジェクト及びCTTISC研修の広報が行われ
た。

Annex25

成果１
必要機材が適切に供
与、設置、操作、維
持される。

1.1 機材の調達及び維持管理状況
・機材管理台帳によると、日本による供与機材のインストール
状況、管理状況、利用状況はいずれも「良好」となっており、
評価時の観察によってもこれが確認された。機材マニュアル

Annex17
Annex18
観察
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プロジェクトの要約 調査結果 参 照 

  の整備・活用状況も良好である。 
・長期専門家、Ｃ／Ｐいずれも､調達機材は本プロジェクトにと
り適切であったと話している（Ｃ／Ｐへのアンケートでは、回
答者25人のうち７人が「非常に適切」、17人が「適切」と回答）。 

・日本側供与のPCのスペック(PentiumⅢ550MHz,192MB RAM）
は「マルチメディア」、「ウェブコンピューティング」コース
でカバーされる最新技術に対応するには現時点で十分な性能
を有しているとはいえず、講師を務めたＣ／Ｐ及び研修受講者
から不満があがっている。 

 
専門家聞き取
り、Ｃ／Ｐアン
ケート、観察 

成果２ 
カウンターパート
（Ｃ／Ｐ）の技術能力
が向上する。 

2.1 技術移転によるＣ／Ｐの知識・技術向上の度合い 
・すべての技術移転項目につき､技術移転後にＣ／Ｐ全員が５段
階のうちレベル３に到達するという目標は達成された（Ｃ／Ｐ
の自己診断によると、技術移転前の平均スコアが2.34、技術
移転後が4.04）。 
参考： 
レベル５：各機能・操作を熟知し受講者へ説明できる。 
レベル４：各機能・操作をよく理解し自力で運用できる。 
レベル３：各機能・操作を理解するが参照マニュアルが必要

である。 
レベル２：各機能・操作について聞いたことはあるが、専門

家の手助けが必要である。 
レベル１：いくつかの専門用語について聞いたことはあるが、

経験や概念を全くもちあわせていない。 
・技術移転後のフォローアップにより、短期専門家が評価した
Ｃ／Ｐの技術レベル平均値は3.96から4.49に向上した。 

・評価時のＣ／Ｐへの聞き取りや研修リハーサルの観察によっ
ても、Ｃ／Ｐの高い技術力が確認された。 

・プロジェクト後半に導入されたWeb Based Training（WBT）
についても、Ｃ／Ｐは必要技術をほぼ習得している（もっとも、
Ｃ／Ｐは一部ツールの使用法等について指導を受けていない
ことを指摘している）。 

 
技術移転前後のＣ／Ｐの知識・技術レベル（自己診断） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：Annex19 

注）TT：技術移転 

 
Annex19 
四半期報告書
Ｃ／Ｐ聞き取り 
観察 
専門家聞き取
り 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 1 2 3 4 5 
 Multimedia 

Advanced networking 
 Web computing 

  C/S analysis, design 
 C/S database system 

 C/S operating system 

Before TT 
After TT 
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プロジェクトの要約 調査結果 参 照 

 フォローアップ前後のＣ／Ｐの知識・技術レベル 
（短期専門家による評価） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：Annex19 

注）FU：フォローアップ 

Annex19 

 2.2 Ｃ／Ｐ自身による研修教材開発状況 
・中間評価時の提言を受けて27の独自教材開発を予定した。う
ち25教材が完成しており、その質もおおむね良好である。 

 
Annex20 
観察 

成果３ 
Ｃ／Ｓ分野の研修コ
ースが実施される。 

3.1 研修コースの開催状況 
・評価時までに、プロジェクトは長期研修計16コース（うち２
コースは第三国研修）を開催し、うち11コースが完了してい
る。受講者数は計240人にのぼる。 

・短期コースは、プロジェクト期間中に計53コース（うち25コ
ースはICDLコース）が開催され、計662人が受講した。 

 
Annex21 
Ｃ／Ｐアンケ
ート 

 3.3 カリキュラム、マニュアル、研修教材の開発状況 
・長期研修コース向けに、日本側は計50点のマニュアル／教科
書を供与、ジョルダン側は計25点の独自教材を開発。 

 
Annex14 
Annex20 

成果４ 
Ｃ／Ｓ分野のソフト
ウェア開発サービ
スが向上する。 

4.1 ソフトウェア開発サービスの提供状況 
・プロジェクト開始後､CTTISCは計38件のソフトウェア開発サ
ービスを、主に政府機関に対し提供している。開発されたソ
フトウェアの質はおおむね高い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Annex23 
専門家聞き取
り 
観察 

0 1 2 3 4 5 
Advanced networking 
Web computing (JAVA) 
Web computing (WWW) 
C/S analysis, design 
C/S database system 

C/S operating system (UNIX) 

Before FU 
After FU 
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プロジェクトの要約 調査結果 参 照 

投 入  

Ｒ／Ｄ 実績（2002年９月時点）  

ジョルダン側 
1. 施設提供・管理 
 

ジョルダン側 
1. 施設提供・管理 

CTTISCの建物及び施設 

 

2. Ｃ／Ｐ、事務スタッフ 
 1) 管理レベルＣ／Ｐ 
 2) 技術Ｃ／Ｐ 
 3) サポートスタッフ 
a) 秘書 
b) 運転手 
c) その他要請に応じ 

2. Ｃ／Ｐ、事務スタッフ 
 1) 管理レベルＣ／Ｐ ３名 

プロジェクト･マネージャー 
副プロジェクト･マネージャー 
研修コーディネーター 

 2) 技術Ｃ／Ｐ 32名 
シニアＣ／Ｐ ４名 
ジュニアＣ／Ｐ 28名 

 3) サポートスタッフ ７名 

Annex７ 

3. 機材調達・維持管理 3. 機材調達・維持管理 
研修用機材 

Annex11 

4. ローカルコスト 4. ローカルコスト 
（施設・機材費含む） 
1999～2001年度 69万5,850米ドル 

Annex10 

日本側 
1. 専門家派遣 
 1) 長期専門家 
a) チーフアドバイザー 
b) 業務調整員 
c) 技術アドバイザー 

 2) 短期専門家 
（必要に応じ） 

日本側 
1. 専門家派遣 
（１億9,305万8,000円） 

 1) 長期専門家 ３名 
a) チーフアドバイザー 
b) 業務調整員 
c) 技術アドバイザー 

 2) 短期専門家 19名 
（うち１名今後派遣予定） 
a) Ｃ／Ｓオペレーティングシステム 
b) Ｃ／Ｓデータベースシステム開発 
c) アドバンストネットワーキング 
d) ウェブコンピューティング 
e) Ｃ／Ｓシステム分析･設計・管理 
f) マルチメディア 
g) WBT 
h) ITセミナー 

 
 
 
Annex12 
 
 
 
Annex３ 

2. 研修員受入れ 
０～３名／年 

2. 研修員受入れ 
計８名(1,114万2,000円） 

Annex12 
Annex15 

3. 機材供与 3. 機材供与 
機材 １億1,661万円 
教材  1,465万3,000円 

Annex13 
Annex15 
Annex14 

4. ローカルコスト支援 4. ローカルコスト支援 
計572万4,000円 

Annex15 

活 動 
 
0.1 人材配置 
0.2 活動計画策定 
0.3 予算計画策定・実施 
0.4 マネージメント体

制の設置・運営 
 
1.1 施設改修計画の策

定・実施 
1.2 機材の調達・設置 
1.3 機材の維持・管理 
 
2.1 技術協力計画 
（TCP）策定 

2.2 Ｃ／Ｐへの技術移転
実施 

2.3 技術移転のモニタ
リング・評価 

 
3.1 研修ニーズ調査実

施 
3.2 研修実施計画策定 
3.3 研修カリキュラム、

教材の開発 
3.4 研修実施、モニタリ

ング、評価 
 
4.1 ソフトウェア開発

の要請受理・審査 
4.2 ソフトウェア開発

計画策定 
4.3 ソフトウェア開発 
  ・納品 
4.4 納品済みソフトウ

ェアの評価 

 5. その他 
調査団派遣 2,063万5,000円 

 
日本側支出総額：３億6,182万2,000円 
 

Annex15 
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３－２ プロジェクトの実施プロセス 
 

調査項目 調査結果 参 照 

0.1 実施プロセ

スの適切性 

0.1.1 モニタリング計画と実績 

 

＋長期専門家、管理レベルＣ／Ｐ、シニアＣ／Ｐを中心とするTCMＳ

が実質的なモニタリング主体として機能し、プロジェクトの軌

道修正が迅速に行われた。 

 

 

Annex16-3 

 0.1.2 日本人専門家とＣ／Ｐのコミュニケーションの適切さ 

 

＋プロジェクトに関する意見交換は、専門家からＣ／Ｐへのインタ

ビュー、各種ミーティング、研修コース準備作業等を通じて行

われている。Ｃ／Ｐアンケートでも、回答者25名のうち18名が「コ

ミュニケーションに問題はない」と回答したが、９名が「十分

意見を表明する機会がなかった」、また数名が「短期専門家との

コミュニケーションに言葉の壁があった」と答えている。 

 

 

Ｃ／Ｐアンケー

ト、聞き取り 

専門家聞き取り 

 0.1.3 技術移転アプローチの適切さ 

 

＋長期専門家のイニシアティブにより、以下のアプローチが効果

をあげた。 

 a) スキルモニタリング 

各Ｃ／Ｐのスキルレベルを５段階の基準で表すもの。技術移

転の前後のレベルを比較して技術移転の効果を測定すること

ができたほか、事前に測定したスキルレベルに基づいて短期

専門家の技術移転スケジュールや内容を調整することがで

き、実情に即した効率的な技術移転を可能とした。 

 b) 技術移転を行った短期専門家の再度派遣によるフォローア

ップ 

同一専門家によるフォローアップを通し、Ｃ／Ｐへの技術の

定着が効率的に行われた。 

 c) 移転対象ツールの単なるセットアップ・操作方法のみでな

く、背景のコンセプトやメカニズムに関する知識を重視した

移転： 

   Ｃ／Ｐの当該技術への理解を深め、トレーナーとしての意

識を向上させた。 

 d) 研修前のリハーサル（デモンストレーション） 

Ｃ／Ｐは当初リハーサルの実施に抵抗を示したが、現在では

その重要性を理解し、研修サイクルの一環として組み込まれ

ている。講義前にその一部を上司や同僚に向け予行演習し、

フィードバックを受けることで、Ｃ／Ｐの知識・技術及び研修

事業に対する意識向上に貢献した。 

 

 

四半期報告書

専門家聞き取

り、Ｃ／Ｐアンケ

ート、聞き取り 

観察 
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３－３ 評価５項目に照らした調査結果 

３－３－１ 妥当性 
 
調査項目 調査結果 参 照 

1.1 上位目標及
びプロジェク
ト目標の妥当
性 

1.1.1 ジョルダン側政策等との整合性：高い 
＋上位目標は、「ジョルダンを中東のITハブとして機能させる」と
いう国王の意向及びREACH2.0をはじめとする同国の最近のIT

関連イニシアティブに掲げられた目標と合致している。 
＋プロジェクト目標は、経済社会開発５か年計画（1999～2003年）
における、IT分野の人材育成及びソフトウェア産業振興という
目標と合致している。 

 
JCS聞き取り 
REACH2.0 
 
経済社会開発
５か年計画 

 1.1.2. ジョルダンの産業界ニーズとの整合性：高い 
ⅰ) 人材育成ニーズとの整合性 
＋2000年の時点で、国内のIT関連企業は900社、コンピューター技
術者数は１万人などと推定されており、ITセクターにおいて質
の高い人材を育成する必要がうかがえる。 

＋研修ニーズの高いJAVA、JSP、セキュリティ、ネットワーク、
オラクル等の分野はいずれもCTTISCの長期研修コースにて扱
われている。 

＋中間評価の提言を受け技術移転項目に追加されたWBTは、近年
E-Learningを奨励するジョルダン国内で、極めてニーズの高い
分野である。 

－近年の労働市場では、特定の商業用アプリケーション（マイク
ロソフト、オラクル等）の公式認定研修の人気が非常に高くな
っており、これらの研修を提供している大学や民間企業の比較
優位が増している。 

 
ⅱ) ソフトウェア開発及びITサービスへのニーズとの整合性 
＋Ｃ／Ｓシステムは、ジョルダンの政府機関及び主要な民間企業に
おいて既に広く用いられており、そのためのアプリケーション
へのニーズは高い。 

 
 
経済社会開発
５か年計画 
JCS聞き取り 
Annex26 
 
 
教育省聞き取り 
 
 
関係機関聞き
取り 
 
 
 
 
顧客機関アン
ケート、聞き
取り 

 1.1.3 技術協力の受入れ先としてのCTTISCの妥当性：高い 
＋RSS/CTTISCは非政府機関ではあるが､王法によって設立された
公的機関であり、技術協力を受けることは妥当である。多くの
関係者は、同センターは(a)協力の効果を政府、民間双方に広範
囲にわたり波及することができる、(b)民間企業や他の政府系機
関よりも質の高いサービスを提供できる、(c)包括的な長期研修
コースを提供できるジョルダンで唯一の機関であると評価して
いる。 

 
専門家聞き取り 
NIC聞き取り 
JCS聞き取り 
教育省聞き取り 

 1.1.4 JICAの対ジョルダン国別援助戦略との整合性：高い 
＋1997年の政策協議に基づき、JICAは産業振興を対ジョルダン協
力の重点課題にあげている。本プロジェクトは産業振興・人材
育成プログラムの一コンポーネントとして位置づけられており
妥当である。 

 
国別援助戦略 
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調査項目 調査結果 参 照 

1.2 プロジェク
トデザインの
妥当性 

1.2.1 成果４（ソフトウェア開発）の妥当性：高い 
＋ソフトウェア開発をプロジェクトに含めるかどうかは計画当初
から議論されていたが、Ｃ／Ｐのインセンティブを高めること、
実践的な研修を行うことなどのためには必要であったと考えら
れる。 

 
実施協議調査
団報告書 
関係機関聞き
取り 

 1.2.2 協力期間及び投入計画の妥当性：高い 
＋ハイテク分野への協力の際には、技術革新に柔軟に対応するた
め、(a)協力期間を３年間など短くする、(b)短期専門家の派遣
を中心とした技術移転を行うことなどが過去の教訓として指摘
されている。本プロジェクトはこれらの教訓に沿っている。 

 
他案件評価報
告 
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３－３－２ 有効性 
 

調査項目 調査結果 参 照 

2.1 成果の達成
度 

2.1.1 各成果の達成度：高い 
＋「１．プロジェクトの実績」に示したとおり、成果はすべて達
成された。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 

2.2 プロジェク
ト目標の達成
度 

2.2.1 プロジェクト目標の達成度：高い 
＋「１．プロジェクトの実績」に示したとおり、プロジェクト目
標は協力期間終了までに十分達成される見込みである。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 

2.3 プロジェク
ト目標達成の
貢献要因 

2.3.1 成果の貢献度合い：大きい 
ⅰ) 調達機材の貢献度合い（成果１） 
＋日本側供与機材はいずれも十分活用された。 
＋他のプロジェクト活動（短期コース、ソフトウェア開発他のサ
ービス）については、ジョルダン側提供機材が十分活用された。 

 
ⅱ) Ｃ／Ｐの技術力向上の貢献度合い（成果２） 
＋Ｃ／Ｐアンケートによると、(a)日本からの移転技術の平均
58.9％が長期研修コースで用いられている、また、(b)回答者25
名のうち16名が「移転技術をソフトウェア開発に用いた」と答
えている。一方、長期専門家は、移転技術の90％以上が長期研
修に用いられていると推定している。両者の結果を合わせ、成
果２はプロジェクト目標達成に貢献したと考えられる。 

＋研修サービス向上に特に役立ったと思われる習得技術は、プレ
ゼンテーション手法、ウェブプログラミング、マルチメディア・
ツール及びWBT。また、ソフトウェア開発サービスに役立った
と思われる技術はオラクル及びWBTなどである。 

 
ⅲ) 研修コース実施の貢献度合い（成果３） 
＋研修コースを企画・実施した経験が研修の質を更に向上させた。 
 
ⅳ) ソフトウェア開発の貢献度合い（成果４） 
＋ソフトウェア開発の実地経験、特にIBM等の大手顧客からの受
注経験が研修及び開発した製品の質を更に向上させた。 

 
 
Annex17 
Ｃ／Ｐアンケート 
専門家聞き取り 
観察 

 

Ｃ／Ｐアンケート 
専門家聞き取り 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ／Ｐアンケート 
 
 
専門家聞き取り 
Ｃ／Ｐアンケート 

2.3 成果がプロ
ジェクト目標
達成につなが
るのを阻害し
た要因 

2.4.1 外部条件の充足状況及び他の阻害要因：一部阻害要因あり 
ⅰ) Ｃ／Ｐ離職率と離職原因 
＋35名のＣ／Ｐのうちプロジェクト期間中に離職したのは４名の
み（結婚、湾岸諸国での就職等）。他の政府・民間機関の離職率
は約60％であることを考えると、Ｃ／Ｐの離職は阻害要因にはな
っていないと考えられる。 

 
ⅱ) 他の阻害要因の有無 
－Ｃ／Ｐアンケート回答者の72％が、阻害要因があったと回答して
いる。例えば、CTTISCの財政的制約、新規顧客や市場を開拓す
るマーケティングの不足（マーケティング専門家の不足）が指
摘された。 

 
 
専門家聞き取り 
Ｃ／Ｐアンケート 
 
 
 
Ｃ／Ｐアンケート 
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３－３－３ 効率性 
 

調査項目 調査結果 参 照 

3.1 成果からみ
た投入の適切
性 

3.1.1 専門家派遣の適切さ：適切 
＋専門家派遣は計画どおり行われた結果、計画された技術移転は、
短期専門家派遣開始後１年で完了した。Ｃ／Ｐアンケートでは回
答者25名中20名が、専門家派遣は達成された成果からみて適切
であったと答えている。 

＋長期専門家、Ｃ／Ｐともに、短期専門家の質を高く評価している。
その一因として、短期専門家の所属先に支払われた技術費の対
価に見合う質の高い専門家が、所属先民間企業から派遣された
ことがあげられる。 

＋計画された技術移転項目の一部（Oracle Web Application Server，

Oracle Designer，Oracle Developer等）は日本での市場が小さい
ため既存の適当な教材がなく、短期専門家派遣で対応した場合
は教材開発に大きなコストがかかると考えられたことから、
Ｃ／Ｐは当該技術についてはジョルダン国内の民間機関から短
期研修を受けることで習得した。これにより、短期専門家派遣
コストを節約した形で所期の成果を達成することができた。 

＋長期専門家予定者は３名全員が本プロジェクトの計画段階に調
査団員として参加した。これにより、専門家はプロジェクトに
係る知識、Ｃ／Ｐとの面識等を事前に得ることができ、プロジェ
クト開始後速やかに適切な活動を実施することが可能となっ
た。この点は、本プロジェクトのように実施期間が短い場合に
特に有効であった。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 
Ｃ／Ｐアンケート 
Annex３ 
専門家聞き取り 
 
 
 
専門家聞き取り 
 
 
 
 
 
 
各種調査団報
告書 
専門家聞き取り 

 3.1.2 機材調達の適切さ：適切 
＋機材は計画どおり調達され、運用状況も適切である。長期専門
家、Ｃ／Ｐともに、同じ成果をより少ない／安い機材で達成する
のは不可能だったと考えている。 

＋プロジェクト開始前に長期専門家が機材選定・調達手続きに加わ
ったこと及び現地調達の方法をとったことで、機材は速やかに設
置され、プロジェクト開始直後からフル活用することができた。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 
専門家聞き取り 
Ｃ／Ｐアンケート 
専門家聞き取り 

 3.1.3 研修員受入れの適切さ：一部不適切 
＋研修員受入れは計画どおり行われた。Ｃ／Ｐアンケートによる
と、全回答者の40％、また研修員として派遣された回答者の75％
が、日本での研修を「適切であった」と評価している。 

±元研修員は、日本での研修がCICCの既存の研修プログラムに参
加するという形をとったことを理由として、(a)研修科目の一部
がＣ／Ｐの要望と合致していなかった、(b)コースの受講者数が
多かったために研修内容について深い理解を得ることが困難だ
ったといった問題点があったと指摘している。これらの問題は、
2002年度に慶應大学による個別研修が導入されたことで大きく
改善され、同年度の研修員は高い満足度を表明している。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 
Ｃ／Ｐアンケート 
専門家聞き取り 
CICC報告書 

 3.1.4 ローカルコスト負担の適切さ：適切 
＋日本側によるローカルコスト負担はコンピューター･サプライ
や書籍の購入に役立ったほか、短期専門家を投入するよりコス
トが安いと判断された技術移転分野につきジョルダン国内の他
機関にてＣ／Ｐが研修を受講する費用に用いられた（3.1.1参照）。 

 
専門家聞き取り 
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調査項目 調査結果 参 照 

 3.1.5 Ｃ／Ｐ配置の適切さ：適切 
＋Ｃ／Ｐは計画どおり配置された。特に、計32名もの技術Ｃ／Ｐが
投入されたことで、成果２（Ｃ／Ｐの技術力向上）の達成規模も
大きいものとなった。また、RSSの厳しい採用方針により、優秀
なＣ／Ｐの配置が可能となった。 

＋当初計画では、Ｃ／Ｐは本プロジェクトの専任となることとされ
ていたが、実際には全員が他業務との兼任であった。Ｃ／Ｐアン
ケートによると、彼らがプロジェクト活動に割いた時間は全業
務時間の０％から85％（平均41％）となっており、他業務をこ
なしながらの研修準備は困難であったとの声も多く聞かれた。
しかしながら、すべての成果が兼任のＣ／Ｐにより達成されたこ
とを考えると、プロジェクト実施の効率性は専任のＣ／Ｐを配置
するよりも高かったとも考えられる。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 
 
 
実施協議調査
団ミニッツ 
Ｃ／Ｐアンケート 

 3.1.6 CTTISC施設の質・規模の適切さ及び使いやすさ：適切 
＋CTTISCの建物、研修室、会議室等は計画どおり準備され使用さ
れた。 

＋Ｃ／Ｐアンケートの回答者全員が施設を「適切であった」と評価
しており、長期専門家もこれに同意している。 

＋CTTISCの記録による研修室の稼働率は2000年に60％、2001年に
80％、2002年に98％と大きく向上している。 

＋長期専門家が研修室管理シートを導入したことで複数の研修実
施を効率的に管理できるようになり、研修コースの増加に貢献
した。 

 
Annex29、観察 

 

Ｃ／Ｐアンケート 
専門家聞き取り 
CTTISC研修記録 
 
専門家聞き取り 
研修室管理シ
ート 

 3.1.7 ジョルダン側が負担したプロジェクトコストの適切さ：適
切 

＋ジョルダン側ローカルコストは成果達成に十分であった。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 

 3.2.1 国内支援委員会の活用度合い：高い 
＋国内支援委員会はプロジェクトの実施状況をモニターし、WBT

導入、教材の著作権問題への配慮、広報活動の強化など有益な
提言を行った。支援委員がITセミナーの講師を務めたことも成
果達成に貢献した。 

±専門家及び国内支援委員会自身は、今後の改善点として以下を
指摘した。 
(a) Ｃ／Ｐに委員会のプレゼンスを示し、日本に支援体制がある
ことをアピールする。 

(b) 委員にエンジニアを加え、技術面の助言を強化する。 
(c) 委員がプロジェクトを実際に見る機会を増やす。 
(d) 元短期専門家を委員会に招き、プロジェクトに関する意見
交換の機会を設ける。 

 
国内支援委員
会記録 
 
 
専門家聞き取り 
国内支援委員
会聞き取り 

3.2 プロジェク
ト支援体制の
効率性への貢
献度  

3.2.2 JCCの活用度合い：高い 
＋JCCはプロジェクト関係機関の意見交換・調整の場として実質
的に機能した。特に、CTTISCが他のIT推進機関との関係を深め
たことは大きな利益であった。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 
専門家聞き取り 

 3.2.3 JICA調査団による提言の活用度合い：高い 
＋中間評価調査団が提言したWBT導入他の事項はすべて実行に移
された。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 
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３－３－４ インパクト 
 
調査項目 調査結果 参 照 

4.1 上位目標の
達成度 

4.1.1 上位目標の達成度：一定程度達成 
＋上位目標はいずれも一定程度達成された。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 

4.2 他のインパ
クト 

4.2.1 プラスのインパクト：発現した 
＋多くの政府機関に対するソフトウェア開発・提供及びそれらの
機関の職員への研修を通し、政府機関のコンピュータリゼーシ
ョンを推進した。 

＋教育省や情報通信省などとの対話や入札参加を通し、E-Learning

及びE-Government推進に貢献した。 
＋2001年８月以降のICDL研修コース実施を通し、コンピュータ
ー・リテラシーを推進した（評価時までに320名の学校教員及び
100名の政府機関職員がCTTISCで ICDL研修コースを受講し
た）。 

＋ICDLコース実施を通じ、CTTISCと教育省等との関係が強化さ
れた。 

 
Annex23 
顧客聞き取り 
 
関係機関、 
Ｃ／Ｐ聞き取り 
Ｃ／Ｐ聞き取り 
 
 
 
専門家聞き取り 

 4.2.2 マイナスのインパクト：一部に懸念あり 
±CTTISCが民間IT企業と競合しているとの批判記事が新聞に掲
載され、一般社会からのセンターの評価に影響を与えた。もっ
とも、関係機関はこの出来事を、CTTISCの技術力が向上したこ
との表れとして肯定的に評価している。また、この出来事以降、
民間セクターとCTTISCの対話が生まれたことはプラスの評価
である。 

 
専門家聞き取り 
関係機関聞き
取り 

4.3 インパクト
発現に対する
プロジェクト
の貢献 

4.3.1 ジョルダンのIT推進におけるプロジェクトの貢献度合い：
高い 
±CTTISCの活動以外にも、ジョルダンのIT推進には他ドナーの協
力や大学のIT教育強化など、多くの要因が貢献している。これ
らのなかで、CTTISCの貢献度を定量的に把握するのは困難であ
るが、評価調査団がコンタクトした民間、政府双方の機関は、
CTTISCが最新のIT技術をジョルダン国内に移転してきたこと
を高く評価しており、同国のコンピュータリゼーション推進の
指導的機関として重要な役割を果たしていることを認めている。 

 
 
関係機関聞き
取り 

 4.3.2 上位目標のための外部条件の充足度合い：高い 
ⅰ) アラブ諸国におけるＣ／Ｓ分野の人材需要の動向 
＋第三国研修受講者への聞き取りの結果、IT推進は自国開発政策
においてもプライオリティが高く、関連人材の需要は大きいと
の意見を得た。 

ⅱ) ジョルダンにおけるITインフラの整備状況 
＋情報通信省の新設、国営電信電話会社の民営化が既に実施され
たほか、政府機関のシステムの電子化、国内データ通信網の整
備計画の策定に向けた動きがある。NICによると、ITインフラは
既にIT推進の障害とはなっていない。 

 
 
第三国研修受
講者聞き取り 
 
 
NIC聞き取り 
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３－３－５ 自立発展性 
 

調査項目 調査結果 参 照 

5.1 組織面の自
立発展性 

5.1.1 CTTISCの役割についての展望：重要性は高いが方向性が定
まらず 

±現在RSS/CTTISCが１つの岐路に立っている。ジョルダンのIT環
境は急速に進展しており、過去CTTISCのみが行っていた活動
（研修やシステム開発等）分野において民間企業の台頭が著し
くなっている。CTTISCの将来像についての関係者の見解は同一
ではなく、(a)応用研究開発機関としての機能特化、(b)特定ツ
ールに係る短期研修やソフトウェア開発など、民間企業と競合
する分野での更なる成長、(c)これらすべてを平行して行うとい
う現在の形の維持などの展望があげられている。 

＋RSS/CTTISCの今後の役割について確証を与えるような情報は
入手できなかったが、(a)RSS傘下組織のなかでCTTISCの重要性
が増していること、(b)RSS/CTTISCと教育省等の重要機関との
結びつきが強化されていること、(c)包括的な技術サービスを提
供する唯一の機関として、CTTISCが一定の地位を確立し、評価
を受けていること、(d)CTTISCスタッフは市場ニーズに応えるた
めに、最新技術を常にフォローしていることなどが複数の情報源
から確認されており、CTTISCはジョルダンITセクターにおいて、
今後ともに何らかの重要な役割を果たし続けると考えられる。 

＋2002年９月末には民間セクター主導によるIT産業振興・輸出戦
略文書の改訂版であるREACH3.0が発表されることとなってお
り、これがRSS/CTTISCの役割について言及するかどうかが注目
されている。 

 
 
関係機関聞き
取り 
専門家聞き取り 
Ｃ／Ｐ聞き取り 
 
 
 
 
関係機関聞き
取り 
専門家聞き取り 
Ｃ／Ｐ聞き取り 
 

 5.1.2 CTTISCの運営管理システムの堅固さ：おおむね良好 
＋CTTISCは1999年９月にはISO9001を取得しており、業務計画も
明確に策定されている。CTTISCは独立機関であり所長が大きな
裁量権をもっていることから、独自の意思決定による合理的な
運営も可能である。 

±長期専門家によれば、CTTISCの運営管理状況は全体的には自立
発展性があるが、特に研修管理について下記の点で改善の余地
がある。 
 a) 明確な研修目標の設定及びそれに沿った研修計画策定 
 b) 教科書・教材の印刷品質を向上させること（現在、版下の
管理が不十分なためコピー品質が劣悪である） 

 c) 教科書・教材の著作権問題、特にWBT教材のそれに一層の
関心を払うこと（現在も一定程度の認識はＣ／Ｐ間にあるもの
の、著作権への関心自体が薄いため徹底には至っていないと
見受けられる） 

 d) 複数の研修コースをより効率的に運営すること（過去に講
師や研修室を重複して指定することなどがあった） 

 e) 研修記録の文書化、管理の徹底 
 f) 研修応募者獲得のための広報活動の更なる強化（評価時に
研修応募者が定員を超えることはほとんどなく、また増加傾
向もみられなかった） 

 
専門家聞き取り 
Ｃ／Ｐアンケー
ト、聞き取り 
 
CTTISC事業計画 
観察 
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調査項目 調査結果 参 照 

5.2 財務面の自
立発展性 

5.2.1 財務面の自立発展性：おおむね高いが不安材料あり 
＋RSSは国庫からの補助はほとんど受けておらず（補助金はRSS全
体で、特定使途に総予算の１～４％のみ）、CTTISC他の各セン
ターはすべて独立採算で運営されている。CTTISCは1990年代に
入りほぼ均衡予算を維持しており、第１フェーズプロジェクト
終了（1994年）から本プロジェクト開始（1999年）までの間も
自力で事業運営や設備投資の財源を捻出してきた。したがって、
CTTISCの財務的自立発展性は高いと考えられる。 

±しかしながら、大きな収入源であったジョルダンテレコムのソ
フトウェア開発案件（年間150万JD）をフランス企業が落札した
ことで失ったり、また民間との競合が指摘されるなかでCTTISC

の入札参加が制限される（入札条件を民間IT企業団体である
INTAJ会員のみとする案件の出現）など、今後のCTTISCの財務
状況には不安材料もみられる。ソフトウェア開発サービスから
得た収入額の規模について、2000年度CTTISCの全予算に占める
割合は37％、2001年度は30％である。 

－また、マルチメディアなどの研修コースに対応するために、日
本側供与機材の更新費用が早急に必要であるが、現在のCTTISC

の収入レベルからはこれを捻出するのが困難な状況である。 

 
Annex８ 
Annex９ 
 
 
 
 
 
Ｃ／Ｐ聞き取り 
Annex９ 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ／Ｐ聞き取り 
観察 

5.3 技術面の自
立発展性 

5.3.1 移転技術の定着度合い：高い 
＋Ｃ／Ｐは既に自力で研修を計画・実施・評価し、独自教材を作成
する能力を身に付けている。また、長期専門家が最近導入した
教科書テンプレート及びチェックリストの使用により、今後の
作成教材の質は一層向上することが期待されている。 

＋WBTの導入に伴い、過去に開発された教材のウェブ化が進めら
れている。 

 
「1.プロジェ
クトの実績」 
専門家聞き取り 
 

 5.3.2 Ｃ／Ｐの継続配置の見込み：大きい 
＋CTTISCはこれまで離職率を低く抑えてきた。その方法として､
(a)若手スタッフにソフトウェア開発の機会を与える、(b)若手
スタッフを研修講師に起用する、(c)民間セクターと同レベルの
給与を支払うなどのインセンティブ供与のほか、(d)日本での研
修に参加したＣ／Ｐの離職を２年間は認めないという方針、(e)
所長（プロジェクトマネージャー）の強力なリーダーシップの
下での強いモチベーションと結束等の要因も大きく貢献してい
る。これらから、Ｃ／Ｐの継続配置の可能性は高い。 

 
JCC記録 
専門家聞き取り 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

 プロジェクトの妥当性は総じて高い。 

プロジェクト目標、上位目標ともに、現国王の意向、国家経済社会開発計画（1999～2003年）

及びIT産業振興策であるREACH、E-Government、E-Learning等のIT国家戦略と合致している。

また、プロジェクトが実施したニーズ調査によると、CTTISCが提供する技術サービス内容はジ

ョルダンIT産業界のニーズとも合致している。 

CTTISCはジョルダンにおいて包括的な研修プログラムを実施し、政府、民間両セクターに便

益を届けることのできる唯一の機関であることが確認されており、技術協力の対象として適格

である。もっとも、民間セクターからの研修コース参加を容易にするために、より柔軟な研修

期間の設定が必要とされている。 

 

４－１－２ 有効性 

 本プロジェクトの有効性は高い。 

プロジェクト開始後に提供できるようになった技術サービスの質､量双方から判断して､

CTTISCの技術サービスは大きく向上したといえる。例えば研修コースのプログラムにおいては

新規に20種類の技術が追加され、12種類の既得技術が改善された。技術サービスの向上には、日

本人専門家による技術移転及びＣ／Ｐの自己学習が大きく貢献している。受益者である政府機関、

民間企業及び教育機関のサービスに対する満足度もおおむね高いことが確認された。 

 

４－１－３ 効率性 

 本プロジェクト実施の効率性は高い。 

プロジェクトへの投入が適切に活用されたことで、合計35名のＣ／Ｐの知識・技能が向上し、

十分な数の研修コース（長期コース16回、短期コース53回）及びソフトウェア開発（計38件）

が実施された。特に、質の高い人材の配置と機材の迅速な調達が高い効率性に寄与した。また、

技術革新の早い分野の技術移転に係る過去の教訓（協力期間を短く設定することや、短期専門

家を中心とした技術移転を行うこと）が本プロジェクトに適切に反映されたことも、効率性へ

の貢献要因として高く評価できる。 

投入のうちＣ／Ｐの本邦研修受入れに関しては、既存の集団研修コースを利用したことに起因

する問題が幾つかみられたものの、プロジェクト最終年度には個別研修の導入により状況は改

善された。 
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４－１－４ インパクト 

アラブ諸国に対する第三国研修（ウェブコンピューティング）の開始及びCTTISCの技術サー

ビスが研修受講者・顧客機関のIT化に活用されていることから、上位目標は既に一定程度達成

されたとみられる。 

その他のプラスのインパクトとしては、CTTISCがE-Government及びE-Learningの推進といっ

た国家IT戦略の実現に積極的に関与していることや、これを通したRSSの地位向上などがあげ

られる。 

一方で、CTTISCのソフトウェア開発事業が民間ITセクターと競合しているとの批判が新聞報

道などによりなされたことはマイナスのインパクトともいえるが、これも、CTTISCの技術力向

上の表れであると肯定的に捉える関係者も多い。また、この報道をきっかけとして、CTTISC

と民間セクターとの対話が促進されたことはプラスのインパクトであるともいえる。 

 

４－１－５ 自立発展性 

CTTISCの技術面での自立発展性は習得技術の定着状況からみて非常に高い。 

財務面での自立発展性についても、CTTISCが独立採算制の下、過去長期にわたり健全な財務

状況を維持してきたことからおおむね高いと考えられる。しかしながら、2001年にジョルダン

テレコム社との契約が終了したことに伴い収入の減少が懸念されており、今後収入源を増やす

ためにCTTISCは競争入札などを通じて民間セクターとの厳しい競争にさらされる状況に直面

することが予想される。もっとも、CTTISCの母体であるRSSは同センターを含む６つの技術セ

ンターから構成されており、ある１つのセンターの赤字を他センターの黒字で補填するメカニ

ズムをもっていることは評価できる。 

組織面での自立発展性には幾つかの側面がある。プロジェクトの主要な成果である研修コー

スの運営について、その管理体制に改善の余地はあるものの、CTTISCの組織体制及びその運営

自体は十分確立されている。対外的には、ジョルダンにおける昨今の急速なIT環境の進展にお

いて、関係者の間ではCTTISCの果たす役割についていくつかの異なる意見がみられ、その進む

方向は定まっているとはいえない。したがって、E-Government、E-Learning、REACHなどに代

表されるジョルダンにおけるITセクターの開発戦略の方向性をかんがみて、今後のCTTISCの役

割を明確化していくことが求められている。 

 

４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

(1) 阻害要因 

上述したように、本プロジェクトに対する５項目評価の結果は総じて高い。また。プロ

ジェクト前半期において不十分と思われた点も、中間評価の提言を受けて大きく改善され
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ており、投入及び活動の実施や効果発現を著しく阻害する要因は見当たらなかった。 

 

(2) 促進要因 

 1) 計画内容に関する促進要因 

 a) 自律的機関に対する協力 

CTTISCの母体であるRSSは非政府機関と位置づけられており、予算のほぼ100％を

自己収入によって賄っているほか、CTTISCを含むセンターそれぞれが運営に関する意

思決定権をもっている。このことは、市場ニーズへの迅速かつ柔軟な対応、民間並み

の昇給や各種インセンティブ供与によるスタッフの離職防止、スタッフ各人が自分達

でセンターを支えていこうという意欲等のメリットをもたらしており、高い自立発展

性の主要因と考えられる。同時に、RSSは政府、民間双方に広く便益を届ける公的機

関であるともいえ、日本による技術協力を波及させる機関としての妥当性も高い。 

 b) 研修コース及びソフトウェア開発事業の実践を通した技術力向上 

Ｃ／Ｐの技術力は、専門家による技術移転や自己学習のみでなく、実際にＣ／Ｐが講

師となって研修コースを提供し、またソフトウェア製品を開発することで大きく向上

した。特に、IBM等の大手企業から開発を受注したことが、Ｃ／Ｐの経験や自信を深め、

プロジェクトの有効性を増したといえる。 

 2) 実施のプロセスに関する促進要因 

 a) 技術移転方式の工夫 

本プロジェクトにて導入された、各Ｃ／Ｐのスキルモニタリング、同一短期専門家の

再派遣によるフォローアップ、研修前のリハーサル等の手法が、効果的・効率的な技

術移転に大きく貢献した。 

 b) CTTISC所長のリーダーシップとスタッフの結束 

CTTISCのスタッフはSacca所長のリーダーシップの下強く結束しており、組織への

帰属意識及び業務に対する意欲は高い。これがプロジェクト活動への積極的な参加を

もたらし、成果達成に結びついた。 

 c) 民間企業からの質の高い短期専門家の派遣 

セミナー講師として派遣された専門家以外の短期専門家全員が同一の民間IT研修企

業から派遣されたことで、継続性のある技術移転が実現されたほか、Ｃ／Ｐは最新のIT

技術や顧客のニーズに応えたサービス提供の方法を学び、研修コース及びソフトウェ

ア開発サービスの改善に生かすことができた。民間企業に所属する質の高い専門家の

派遣は、所属先に正当な対価が支払われたことで実現したものであり、高く評価でき

る。 
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４－２ 結 論 

 結論として本プロジェクトは成功裏に実施されたといえ、プロジェクト協力期間終了時までに

所期の目標が十分達成される見込みであることが確認されたことから、当初予定どおり2002年

11月30日に終了することが適当である。数多くの貢献要因のなかでも、特にプロジェクト・マネ

ージャー（相手国実施機関の所長）の強力なリーダーシップの下、意欲あるＣ／Ｐと長期専門家に

よるプロジェクト活動へのコミットメント及び効率的・効果的な技術移転方式の開発・採用が、

プロジェクトの成功に大きく貢献したと考えられる。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

 我が国による協力の終了後、RSS/CTTISCは、E-Government、E-Learning及びREACHといった

国家的なIT戦略に沿いながら、教育省、情報通信省、民間セクター等の関係者との緊密な連携の

下で、自立発展性を高め、ITサービスセクターに貢献するためのあらゆる可能な手段を尽くすこ

とが強く期待される。 

上記を考慮し、本プロジェクトがもたらした便益やインパクトを更に発展させるため、合同評

価チームは相手国実施機関であるCTTISCに対し、以下のことを提言する。 

 

(1) マルチメディア、ウェブコンピューティング等の研修コースにおいて最新のソフトウェ

ア・ツールの使用を可能とするため、研修室に設置されたコンピューターのアップグレード

を早急に行うこと。 

 

(2) スタッフの知識・技能及び研修教材の継続的な更新を行い、研修サービスの質の維持・向

上を図ること。 

 

(3) 研修コース運営を更にシステマティックに管理すること。 

 

(4) 研修及びソフトウェア開発サービスのマーケティングを強化すること。 

 

(5) WBTの活用を通じ、情報及びノウハウをＣ／Ｐ間で共有すること。 

 

(6) ジョルダンのIT人材育成に大きなインパクトを付与する、専門的な研修コースへの特化。 

 

５－２ 教 訓 

 今後、他のプロジェクトを効果的に実施するための教訓として、今回の評価結果から以下を引

き出した。 

 

(1) Ｃ／Ｐによる研修活動を含むプロジェクトを実施する場合、研修に先駆けてリハーサルを行

うことは、当該Ｃ／Ｐの知識・技能向上及び関係者間の情報共有の方法として有用である。 

 

(2) 技術協力プロジェクトの専門家及びＣ／Ｐ候補者が計画段階の調査及び協議に参加するこ
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 とで、プロジェクトの効率性が高まる。 
 

(3) 短期専門家を民間セクターから派遣することは、特にハイテク分野の技術協力において有

効である。その場合、短期専門家の所属先に正当な対価を支払うことで質の高い人材の派遣

が容易になり、全体としてはプロジェクトの効率性は高まる。 

 

(4) WBTは移転・習得技術をＣ／Ｐ間で共有し、更に広範にわたる受益者へ伝達する可能性を有

する効果的な方法である。 
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